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○談合情報対応マニュアル等の改正について（平成 22 年 9 月 30 日国港総第 425 号）の一部改正について 新旧対照表 

改   正   案 現       行 

 

別添１ 公正入札調査委員会設置要領準則 

１（略） 

２ 調査審議事項 

委員会は、建設工事等に係る入札談合に関する情報又は入札談合に関する

疑義事実があったときは、次に掲げる事項を調査審議するものとする。 

① 事情聴取等の調査の要否 

②～⑤（略） 

３～５（略） 

 

別添２ 談合情報対応マニュアル 

第１ 通則 

１～３（略） 

４ 事情聴取の実施方法 

（１） （略） 

（２）事情聴取の対象者 

① 事情聴取は、原則として、競争参加資格確認申請書を提出した者（辞

退者を含む）全員に対して行うものとする。なお、委員会が必要と認

める場合には、その他の関係者に対しても事情聴取を行うことができ

る。 

② ①の事情聴取は、原則として、契約を締結する権限を有する者を相

手に実施するものとする。なお、必要に応じ、積算内容等の技術的事

項を説明できる者の同席を認めることは差し支えない。 

 

（３）～（５）（略） 

５（略） 

第２ 調査結果を踏まえた入札手続等の取扱い 

１ 落札者決定前に談合情報を把握した場合 

（１）（略） 

（２）談合の事実があったとは認められないときの対応 

 

別添１ 公正入札調査委員会設置要領準則 

１（略） 

２ 調査審議事項 

委員会は、建設工事等に係る入札談合に関する情報又は入札談合に関する

疑義事実があったときは、次に掲げる事項を調査審議するものとする。 

① 入札参加者に対する事情聴取等の調査の要否 

②～⑤（略） 

３～５（略） 

 

別添２ 談合情報対応マニュアル 

第１ 通則 

１～３（略） 

４ 事情聴取の実施方法 

（１） （略） 

（２）事情聴取の対象者 

① 事情聴取は、辞退者を含む入札参加者（競争参加資格確認申請書の

提出期限の日において副局長等が競争参加資格を確認した者をいい、

その後に辞退した者を含む。以下同じ。）全員に対して行うものとす

る。 

② 辞退者を含む入札参加者への事情聴取は、原則として、契約を締結

する権限を有する者を相手に実施するものとする。なお、必要に応じ、

積算内容等の技術的事項を説明できる者の同席を認めることは差し

支えない。 

（３）～（５）（略） 

５（略） 

第２ 調査結果を踏まえた入札手続等の取扱い 

１ 落札者決定前に談合情報を把握した場合 

（１）（略） 

（２）談合の事実があったとは認められないときの対応 
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① 事情聴取等の調査を実施した結果、談合の事実があったとは認めら

れないときは、事情聴取の対象者全員から誓約書（別紙２）を自主的

に提出させるとともに、当該対象者に対して誓約書の内容に違背した

場合の不利益等に関する注意事項（別紙３）を交付した後、入札を執

行するものとする。 

② （略） 

２ 落札者決定後かつ契約締結前に談合情報を把握した場合 

（１）（略） 

（２）明らかに談合の事実があったと認められる証拠が得られなかったとき

の対応 

① 事情聴取等の調査を実施した結果、明らかに談合の事実があったと

認められる証拠が得られなかったときは、事情聴取の対象者全員から

誓約書（別紙２）を自主的に提出させるとともに、当該対象者に対し

て誓約書の内容に違背した場合の不利益等に関する注意事項（別紙

３）を交付した後、落札者と契約を締結するものとする。 

② （略） 

３ 契約締結後に談合情報を把握した場合 

（１）（略） 

（２）明らかに談合の事実があったと認められる証拠が得られなかったとき

の対応 

① 事情聴取等の調査を実施した結果、明らかに談合の事実があったと

認められる証拠を得られなかったときは、事情聴取の対象者全員から

誓約書（別紙２）を自主的に提出させるとともに、当該対象者に対し

て誓約書の内容に違背した場合の不利益等に関する注意事項（別紙

３）を交付するものとする。 

 

第３～第４（略） 

 

別添３（略） 

 

別紙１（略） 

 

① 事情聴取等の調査を実施した結果、談合の事実があったとは認めら

れないときは、辞退者を含む入札参加者全員から誓約書（別紙２）を

自主的に提出させるとともに、当該参加者に対して誓約書の内容に違

背した場合の不利益等に関する注意事項（別紙３）を交付した後、入

札を執行するものとする。 

② （略） 

２ 落札者決定後かつ契約締結前に談合情報を把握した場合 

（１）（略） 

（２）明らかに談合の事実があったと認められる証拠が得られなかったとき

の対応 

① 事情聴取等の調査を実施した結果、明らかに談合の事実があったと

認められる証拠が得られなかったときは、辞退者を含む入札参加者全

員から誓約書（別紙２）を自主的に提出させるとともに、当該参加者

に対して誓約書の内容に違背した場合の不利益等に関する注意事項

（別紙３）を交付した後、落札者と契約を締結するものとする。 

② （略） 

３ 契約締結後に談合情報を把握した場合 

（１）（略） 

（２）明らかに談合の事実があったと認められる証拠が得られなかったとき

の対応 

① 事情聴取等の調査を実施した結果、明らかに談合の事実があったと

認められる証拠を得られなかったときは、辞退者を含む入札参加者全

員から誓約書（別紙２）を自主的に提出させるとともに、当該参加者

に対して誓約書の内容に違背した場合の不利益等に関する注意事項

（別紙３）を交付するものとする。 

 

第３～第４（略） 

 

別添３（略） 

 

別紙１（略） 
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別紙２ 

 

誓 約 書 

（削る）  年  月  日 

支出負担行為担当官 

○○長  ○○ ○○ 殿 

会社名 

代表者名 

担当者名 

今般の○○○○工事の競争入札に関し、○○地方整備局競争契約入札心得

第４条の３の規定に抵触する行為は行っていないことを誓約するとともに、

今後とも同規定を遵守することを誓約します。 

（参考）競争契約入札者心得第４条の３ 

（公正な入札の確保） 

第４条の３ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、他の入札参加者と入札意思、入札価

格（入札保証金の金額を含む。）又は入札書、工事費内訳書その他契約担当

官等に提出する書類（以下「入札書等」という。）の作成についていかなる

相談も行ってはならず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札意思、

入札価格（入札保証金の金額を含む。）、入札書等を意図的に開示してはなら

ない。 

４ 入札参加者は、○○が実施する公正な入札の確保のための調査への協力

を求められたときは、その求めに応じなければならない。 

５ 電子調達システム又は電子入札システムによる入札参加者は、電子証明

書を不正に使用してはならない。 

 

 

別紙３ 

本件入札に係る注意事項 

（削る）  年  月  日 

別紙２ 

 

誓 約 書 

平成  年  月  日 

支出負担行為担当官 

○○長  ○○ ○○ 殿 

会社名 

代表者名 

担当者名 

今般の○○○○工事の競争入札に関し、○○地方整備局競争契約入札心得

第４条の３の規定に抵触する行為は行っていないことを誓約するとともに、

今後とも同規定を遵守することを誓約します。 

（参考）競争契約入札者心得第４条の３ 

（公正な入札の確保） 

第４条の３ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、他の入札参加者と入札意思、入札価

格（入札保証金の金額を含む。）又は入札書、工事費内訳書その他契約担当

官等に提出する書類（以下「入札書等」という。）の作成についていかなる

相談も行ってはならず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札意思、

入札価格（入札保証金の金額を含む。）、入札書等を意図的に開示してはなら

ない。 

（新設） 

 

４ 電子入札システムによる入札参加者は、電子証明書（ＩＣカード）を不

正に使用してはならない。 

 

 

別紙３ 

本件入札に係る注意事項 

平成  年  月  日 
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株式会社○○ 

代表取締役社長 ○○ ○○ 殿 

支出負担行為担当官 

○○長  ○○ ○○ 

（対象案件名）○○○○○○ 

本件入札について談合があったとの通報があったが、○○競争契約入札心

得を遵守し、厳正に入札すること。なお、入札執行後に談合の事実が明らか

と認められた場合には、○○競争契約入札心得第６条第１項第９号により入

札は無効とする。 

本件においては、（削除）○○競争契約入札心得第４条の３の規定に抵触

する行為を行っていない旨の誓約書が提出されているため、将来、同規定に

違背していたことが明らかとなったときは、誓約書の提出者に対して指名停

止期間の加重等がありうることに留意すること。 

 

※ 本文書は、誓約書の提出者に対して交付すること。 

なお、契約締結後に談合情報を把握した場合は、第１パラグラフを削除

した上で交付すること。 

 

様式１ 

談合情報報告書 

（削る）  年  月  日 

 

情報を受けた日時 

 

（削る）  年  月  日（  

）  時  分 

 

対象案件名 

 

 

 

入札（予定）日 

 

（削る）  年  月  日（  

）  時  分 

 

情報提供者 

 

 

・報道機関 ・匿名 ・その他 

役職・氏名等 

  

株式会社○○ 

代表取締役社長 ○○ ○○ 殿 

支出負担行為担当官 

○○長  ○○ ○○ 

（対象案件名）○○○○○○ 

本件入札について談合があったとの通報があったが、○○競争契約入札心

得を遵守し、厳正に入札すること。なお、入札執行後に談合の事実が明らか

と認められた場合には、○○競争契約入札心得第６条第１項第９号により入

札は無効とする。 

本件においては、各入札参加者（辞退者を含む。）から、○○競争契約入

札心得第４条の３の規定に抵触する行為を行っていない旨の誓約書が提出さ

れているため、将来、同規定に違背していたことが明らかとなったときは、

誓約書の提出者に対して指名停止期間の加重等がありうることに留意するこ

と。 

※ 本文書は、誓約書の提出者に対して交付すること。 

なお、契約締結後に談合情報を把握した場合は、第１パラグラフを削除

した上で交付すること。 

 

様式１ 

談合情報報告書 

平成  年  月  日 

 

情報を受けた日時 

 

平成  年  月  日（  ） 

 時  分 

 

対象案件名 

 

 

 

入札（予定）日 

 

平成  年  月  日（  ） 

 時  分 

 

情報提供者 

 

 

・報道機関 ・匿名 ・その他 

役職・氏名等 
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受信者 ・所属、役職、氏名等 

 

情報手段 

 

・電話 ・ＦＡＸ ・メール ・書

面 ・面接 ・報道 

 

情報内容 

 

 

 

応答の概要 

 

 

 

本件照会先 

 

 

・所属、役職、氏名等 

 

※適宜、参考資料を添付すること。 

 

 

様式１－２ 

談合疑義事実報告書 

（削る）  年  月  日 

 

事実を得た日時 

 

（削る）  年  月  日（  

）  時  分 

 

対象案件名 

 

 

 

入札（予定）日 

 

（削る）  年  月  日（  

）  時  分 

 

談合があると疑うに足りる事実を申

し出た職員 

 

・○○局 ○○所 

・所属、役職、氏名等 

 

 

談合があると疑うに足りる事実を得

た根拠 

 

 

 

  

受信者 ・所属、役職、氏名等 

 

情報手段 

 

・電話 ・ＦＡＸ ・メール ・書

面 ・面接 ・報道 

 

情報内容 

 

 

 

応答の概要 

 

 

 

本件照会先 

 

 

・所属、役職、氏名等 

 

※適宜、参考資料を添付すること。 

 

 

様式１－２ 

談合疑義事実報告書 

平成  年  月  日 

 

事実を得た日時 

 

平成  年  月  日（  ） 

 時  分 

 

対象案件名 

 

 

 

入札（予定）日 

 

平成  年  月  日（  ） 

 時  分 

 

談合があると疑うに足りる事実を申

し出た職員 

 

・○○局 ○○所 

・所属、役職、氏名等 

 

 

談合があると疑うに足りる事実を得

た根拠 
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本件照会先 

 

・所属、役職、氏名等 

 

※適宜、参考資料を添付すること。 

 

 

 

 

様式２ 

（削る） 

公正入札調査委員会議事概要 

 

対象案件名等 

 

・対象案件名 ・発注機関 ・契約

方式 ・入札（予定）日 等 

 

委員会開催日等 

 

 

（削る）  年  月  日（  

）  時  分～  時  分 

（場所：            

 ） 

 

出席委員 

 

 

 

審議内容 

（発言概要） 

 

 

 

 

委員会の結論及び理由 

 

 

 

 

審議に用いた資料 

 

 

 別添のとおり 

 

※ 議事概要は原則として開催の都度作成すること。 

※ 持ち回りの場合は「開催日時」欄に説明を終了した日時及び持ち回りで

ある旨を記載すること。 

※ 「審議内容」欄には、各委員の発言概要を記載すること。 

本件照会先 

 

・所属、役職、氏名等 

 

※適宜、参考資料を添付すること。 

 

 

 

 

様式２ 

（各委員の署名又は記名押印） 

公正入札調査委員会議事概要 

 

対象案件名等 

 

・対象案件名 ・発注機関 ・契約

方式 ・入札（予定）日 等 

 

委員会開催日等 

 

 

平成  年  月  日（  ） 

 時  分～  時  分 

（場所：            

 ） 

 

出席委員 

 

 

 

審議内容 

（発言概要） 

 

 

 

 

委員会の結論及び理由 

 

 

 

 

審議に用いた資料 

 

 

 別添のとおり 

 

※ 議事概要は原則として開催の都度作成すること。 

※ 持ち回りの場合は「開催日時」欄に説明を終了した日時及び持ち回りで

ある旨を記載すること。 

※ 「審議内容」欄には、各委員の発言概要を記載すること。 
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※ 審議に用いた資料を別添すること。 

※ 作成後、各委員（欠席委員を含む。）の署名又は記名押印により確認を

受けること。 

 

様式３－１（略） 

 

様式３－２ 

日 付 

番 号 

公正取引委員会事務総局 

○○事務所長殿 

○○長 

談合情報等に関連する資料の提供について 

（削る）○年○月○日付けで提供しました下記案件に係る談合情報等につ

いて、その後の調査の結果を、別添のとおり追加提供します。 

記 

（案件名）   ○○○○○○ 

（発注機関）  ○○局 ○○所 

（別添） 

１．談合情報報告書（又は談合疑義事実報告書）（写） 

２．事情聴取書（写） 

３．工事費内訳書（写） 

４．入札書（写） 

５．入札調書（写） 

６．誓約書（写） 

７．意見書（写） 

８．入札手続等の取扱い 

９．その他関連資料 

※ 通報の時点で添付可能な資料を添付すること 

 

 

様式４－１～様式４－２（略） 

※ 審議に用いた資料を別添すること。 

※ 作成後、各委員（欠席委員を含む。）の署名又は記名押印により確認を

受けること。 

 

様式３－１（略） 

 

様式３－２ 

日 付 

番 号 

公正取引委員会事務総局 

○○事務所長殿 

○○長 

談合情報等に関連する資料の提供について 

平成○年○月○日付けで提供しました下記案件に係る談合情報等につい

て、その後の調査の結果を、別添のとおり追加提供します。 

記 

（案件名）   ○○○○○○ 

（発注機関）  ○○局 ○○所 

（別添） 

１．談合情報報告書（又は談合疑義事実報告書）（写） 

２．事情聴取書（写） 

３．工事費内訳書（写） 

４．入札書（写） 

５．入札調書（写） 

６．誓約書（写） 

７．意見書（写） 

８．入札手続等の取扱い 

９．その他関連資料 

※ 通報の時点で添付可能な資料を添付すること 

 

 

様式４－１～様式４－２（略） 
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様式４－３ 

日 付 

番 号 

大臣官房会計課長殿 

○○長 

談合情報等の把握について（追加報告） 

（削る）○年○月○日付けで報告した下記案件に係る談合情報等について、

その後の調査の結果を、別添のとおり追加報告する。 

記 

（案件名）   ○○○○○○ 

（発注機関）  ○○局 ○○所 

（別添） 

１．談合情報報告書（又は談合疑義事実報告書）（写） 

２．事情聴取書（写） 

３．工事費内訳書（写） 

４．入札書（写） 

５．入札調書（写） 

６．誓約書（写） 

７．意見書（写） 

８．入札手続等の取扱い 

９．その他関連資料 

※ 報告の時点で添付可能な資料を添付すること 

 

 

様式４－４ 

日 付 

番 号 

警察庁刑事局捜査第二課長殿 

国土交通省大臣官房会計課長 

談合情報等に関連する資料の提供について 

 

 

様式４－３ 

日 付 

番 号 

大臣官房会計課長殿 

○○長 

談合情報等の把握について（追加報告） 

平成○年○月○日付けで報告した下記案件に係る談合情報等について、そ

の後の調査の結果を、別添のとおり追加報告する。 

記 

（案件名）   ○○○○○○ 

（発注機関）  ○○局 ○○所 

（別添） 

１．談合情報報告書（又は談合疑義事実報告書）（写） 

２．事情聴取書（写） 

３．工事費内訳書（写） 

４．入札書（写） 

５．入札調書（写） 

６．誓約書（写） 

７．意見書（写） 

８．入札手続等の取扱い 

９．その他関連資料 

※ 報告の時点で添付可能な資料を添付すること 

 

 

様式４－４ 

日 付 

番 号 

警察庁刑事局捜査第二課長殿 

国土交通省大臣官房会計課長 

談合情報等に関連する資料の提供について 
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（削る）○年○月○日付けで提供しました下記案件に係る談合情報等につ

いて、その後の調査結果を、別添のとおり追加提供します。 

記 

（案件名）   ○○○○○○ 

（発注機関）  ○○局 ○○所 

（別添） 

１．談合情報報告書（又は談合疑義事実報告書）（写） 

２．事情聴取書（写） 

３．工事費内訳書（写） 

４．入札書（写） 

５．入札調書（写） 

６．誓約書（写） 

７．意見書（写） 

８．入札手続等の取扱い 

９．その他関連資料 

※ 通報の時点で添付可能な資料を添付すること 

 

様式５（略） 

 

平成○年○月○日付けで提供しました下記案件に係る談合情報等につい

て、その後の調査結果を、別添のとおり追加提供します。 

記 

（案件名）   ○○○○○○ 

（発注機関）  ○○局 ○○所 

（別添） 

１．談合情報報告書（又は談合疑義事実報告書）（写） 

２．事情聴取書（写） 

３．工事費内訳書（写） 

４．入札書（写） 

５．入札調書（写） 

６．誓約書（写） 

７．意見書（写） 

８．入札手続等の取扱い 

９．その他関連資料 

※ 通報の時点で添付可能な資料を添付すること 

 

様式５（略） 

 

 


